
議案６６－１ 

第６６号議案  

 

令 和 元 年度教育費 １ ２月補正予算に係る意見の申出につい  

て  

 

上記の議案を提出する。  

令和 元 年１１ 月 ２ ５日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

 令和元年度教育費 １ ２月補正予算について、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に

基づき、市長から意見を求められたものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案６６－２ 

令和 元 年度教育費 １ ２月補正予算に係る意見の申出につい  

て  

 

 令和元年度教育費 １ ２月補正予算について、別紙のとおり市議会に

提出することに同意する。  
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歳
入

歳
出

予
算
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項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

千
円

千
円

千
円

2
6
,
7
1
5
,
6
7
7

4
6
,
7
0
2

2
6
,
7
6
2
,
3
7
9

２
　

国
庫

補
助

金
8
,
3
2
2
,
3
6
9

4
6
,
7
0
2

8
,
3
6
9
,
0
7
1

5
9
6
,
1
6
1

2
6
5
,
0
0
0

8
6
1
,
1
6
1

１
　

寄
附

金
5
9
6
,
1
6
1

2
6
5
,
0
0
0

8
6
1
,
1
6
1

1
1
,
6
8
7
,
1
0
0

8
1
,
1
0
0

1
1
,
7
6
8
,
2
0
0

１
　

市
債
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前
の

額
補
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額
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円
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円
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円

1
3
,
3
5
0
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4
6

1
0
3
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4

1
3
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5
3
,
9
0
0

１
　

教
育

総
務

費
1
,
7
6
8
,
1
0
0

9
,
9
5
6

1
,
7
7
8
,
0
5
6

２
　

小
学

校
費

3
,
8
1
6
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5
1
6
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9
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6
8
7

3
,
9
0
6
,
2
0
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３
　

中
学

校
費

1
,
2
4
6
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7
9
7

5
,
1
7
1

1
,
2
5
1
,
9
6
8

５
　

高
等

学
校

費
1
,
5
0
3
,
5
4
2

△
5
,
4
4
6

1
,
4
9
8
,
0
9
6

６
　

社
会

教
育

費
3
,
7
3
5
,
0
9
3

2
,
9
5
8

3
,
7
3
8
,
0
5
1

７
　

保
健

体
育

費
1
,
0
0
6
,
1
6
0

1
,
0
2
8

1
,
0
0
7
,
1
8
8

１
０

　
教

育
費

※
上

記
は

、
事

業
費

の
ほ

か
、

人
件

費
の

補
正

を
含

む

１
６

　
国

庫
支

出
金

２
３

　
市

債

※
上

記
「

２
３

市
債

－
１

市
債

」
の

う
ち

補
正

額
5
5
,
7
0
0
千

円
が

小
学

校
債

※
上

記
「

１
９

寄
附

金
－

１
寄

附
金

」
の

う
ち

補
正

額
5
,
0
0
0
千

円
が

教
育

振
興

事
業

費
寄

附
金

※
上

記
「

１
６

国
庫

支
出

金
－

２
国

庫
補

助
金

」
の

う
ち

補
正

額
1
8
,
4
0
9
千

円
が
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学

校
施

設
整

備
事

業
費

補
助

金

１
９

　
寄

附
金
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第
２
表
　
繰
越

明
許
費
補
正
（
抜
粋
）

（
追
加
）

款
項

金
額

千
円

3
,
6
0
0

5
1
,
0
0
0

7
,
5
0
0

６
　

社
会

教
育

費
6
2
5

小
学

校
施

設
長

寿
命

化
事

業
に

か
か

る
委

託
料

及
び

工
事

費

西
国

分
小

学
校

校
舎

増
築

事
業

に
か

か
る

委
託

料

指
定

文
化

財
整

備
事

業
に

か
か

る
補

助
金

２
　

小
学

校
費

事
業

名

１
０
　
教
育
費

小
学

校
施

設
維

持
管

理
事

業
に

か
か

る
委

託
料
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第
４

表
　

地
方

債
補

正
（

抜
粋

）

（
変

更
）

補
正

前
補
正
後

限
度

額
限
度
額

千
円

千
円

義
務

教
育
施
設
整
備
事
業

9
5
8
,
8
0
0

1
,
0
1
4
,
5
0
0

起
債
の
目
的

議案６６－5



令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
教
育
部

財
　
　
　
　
源
　
　
　
　
内
　
　
　
　
訳

令
和
元
年
度

予
算
要
求
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
要

求
内

容
当
初
予
算
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

5
,0
0
0

5
,0
0
0

◎
小

学
校

管
理

費
5
,0
0
0
千

円
7
0
0
,2
8
9

・
体

育
館

大
型

ス
ク
リ
ー

ン
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
タ
ー

購
入

費
1
,4
0
0
千

円
・
遊

具
設

置
委

託
料

3
,6
0
0
千

円

北
野

小
学

校
の
卒

業
生

よ
り
母

校
に
活

用
し
て
ほ
し
い
と
寄

附
金

（
5
,0
0
0
千

円
）
の
申
し
込
み
を
受
け
た
た
め
、
備
品
の
購
入
及
び
遊
具
設
置
を
行
う
も

の
。

な
お
、
遊
具
設
置
に
つ
い
て
は
、
年
度
内
の
完
了
が
見
込
め
な
い
た
め
、
繰

越
明
許
費
を
設
定
す
る
。

要
　
求
　
事
　
項

款
項
目
：
1
0
-
2
-
1

小
学

校
管

理
費

【
繰
越
明
許
費
】
（
追
加
）

○
委

託
料

3
,6
0
0
千

円

教
育

振
興

事
業

費
寄

附
金

：
5
,
0
0
0
千

円
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令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
教

育
部

財
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令
和

元
年

度
予

算
要

求
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国
県
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地

方
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そ
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他
一

般
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源
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0
0

◎
就

学
援

助
費

1
6
,5
0
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援

助
受

給
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護
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要

保
護
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単

位
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考
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請

者
及

び
否

認
定

者
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（
準

要
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護
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各

年
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末
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（
単

位
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人

）
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+
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9
6
人

）

・
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学
援

助
費

の
決

算
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額

《
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学
校

費
》
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単

位
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千

円
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《
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学
校

費
》
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単

位
：
千

円
）
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4
,8
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1
2
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1
,8
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予

算
決

算
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1
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△
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2
3
,1

4
2

2
8
8
,6

5
4

9
3
,3

3
6

1
7
1
,4
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△
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3
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△
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1
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8
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1
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1
予
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2
7
6
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5
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1
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0
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食
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他
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目

9
5
,2

3
9

8
3
,1

2
0

就
学

援
助

　
学

用
品

費
等

1
0
6
,5

0
8

△
4
,6

0
2

　
給

食
費

　
そ

の
他

の
費

目

就
学

援
助

　
学

用
品

費
等

支
　

給
　

費
　

目

否
認

定
者

4
2
8

1
,4

2
4

支
　

給
　

費
　

目
H

3
0
決

算

3
0
年

度
元

年
度

申
請

者
6
,3

0
0

6
,7

9
8

受
給

率
2
6
.0

2
%

2
7
.0

1
%

2
3
.4

0
%

2
4
.1

9
%

2
2
.6

0
%

（
当

初
見

込
）

合
　

計
6
,2

6
0

6
,4

9
8

5
,7

3
2

5
,9

2
2

5
,4

6
8
人

小
学

校
4
,1

1
2

4
,2

7
8

3
,8

2
5

3
,9

5
4

中
学

校
2
,1

4
8

2
,2

2
0

1
,9

0
7

1
,9

6
8

3
0
年

度
元

年
度

8
月

末
3
月

末
8
月

末
3
月

末
(見

込
)

要
　
求

　
事

　
項

款
項

目
：
1
0
-
2
-
2

款
項

目
：
1
0
-
3
-
2

　
就

学
援

助
の

認
定

基
準

見
直

し
に

伴
い

、
制

度
の

周
知

を
行

っ
た

結
果

、
申

請
者

数
が

増
加

。
こ

れ
に

よ
り

、
受

給
者

は
、

昨
年

度
よ

り
は

減
少

し
て

い
る

が
、

当
初

見
込

み
よ

り
増

加
し

た
こ

と
で

予
算

不
足

が
生

じ
る

も
の

。
就

学
援

助
費

（
学

校
保

健
課

）

◆
制
度
見

直
し
概
要

◆

認
定
基
準

支
援
内
容

①
入

学
準
備

金
の
単

価
増
額

・
小

学
1
年

生
：
2
0
,4

7
0
円

 ⇒
 4

0
,6

0
0
円

・
中

学
1
年

生
：
2
3
,5

5
0
円

 ⇒
 4

7
,4

0
0
円

②
P
T
A
会

費
・
生
徒

会
費
の

支
給

・
P
T

A
会

費
　

小
学

校
：
3
,3

8
0
円

、
中

学
校

：
4
,1

9
0
円

・
生

徒
会

費
　

中
学

校
：
5
,4

5
0
円

③
ク
ラ
ブ
活

動
費
の

支
給

・
ク

ラ
ブ

活
動

費
　

中
学

校
：
6
,0

0
0
円

認
定

の
基

に
な

る
生

活
保

護
基

準
へ

の
加

算
等

を
一

部
廃

止
し

て
、

市
奨

学
金

に
準

拠
す

る
内

容
に

見
直

し
、

他
市

と
比

較
し

て
標

準
的

な
レ

ベ
ル

の
も

の
に

す
る

。

認
定

基
準

の
見

直
し

に
よ

っ
て

生
じ

た
財

源
を

活
用

し
、

見
直

し
後

の
受

給
者

に
対

す
る

支
援

内
容

を
充

実
さ

せ
る

。
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令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
教
育
部

財
　
　
　
　
源
　
　
　
　
内
　
　
　
　
訳

令
和
元
年
度

予
算
要
求
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
要

求
内

容
当
初
予
算
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

7
0
,1
1
3

1
8
,4
0
9

4
7
,7
0
0

4
,0
0
4

◎
小

学
校

施
設

長
寿

命
化

事
業

7
0
,1
1
3
千

円
3
7
8
,1
4
6

○
校

舎
外

壁
改

修
（
1
校

）
：
荒

木
小

4
7
,9
6
2
千

円

・
工

事
請

負
費

4
7
,9
6
2
千

円

○
校
舎
便
所
改
修
（
1
校
）
：
安
武
小

2
2
,1
5
1
千
円

・
監

理
委

託
料

1
,1
4
8
千

円

・
工

事
請

負
費

2
1
,0
0
3
千

円

要
　
求
　
事
　
項

款
項
目
：
1
0
-
2
-
1

小
学

校
施

設
長

寿
命

化
事

業

（
学
校
施
設
課
）

国
の
追
加
内
示
に
伴
い
、
校
舎
外
壁
、
校
舎
便
所
改
修
を
行
う
も
の
。

な
お
、
年
度
内
の
完
了
が
見
込
め
な
い
た
め
、
併
せ
て
、
繰
越
明
許
費
を
設
定

す
る
も
の
。

【
繰
越
明
許
費
】
（
追
加
）

5
1
,0
0
0
千
円

○
委

託
料

1
,1
4
8
千

円
○

工
事

請
負

費
4
9
,8
5
2
千

円

学
校

施
設

環
境

改
善

交
付
金
1
/
3

防
災

・
減

災
、

国
土

強
靭

化
緊

急
対

策
事

業
債
：
3
6
,
7
0
0
千
円

学
校
債
：
1
1
,
0
0
0
千
円
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令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
教

育
部

財
　

　
　

　
源

　
　

　
　

内
　

　
　

　
訳

令
和

元
年

度
予

算
要

求
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
要

求
内

容
当

初
予

算
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1
0
,7
2
0

0
8
,0
0
0

2
,7
2
0

◎
西

国
分

小
学

校
校

舎
増

築
事

業
1
0
,7

2
0
千

円
0

○
実

施
設

計
委

託
料

1
0
,7
2
0
千

円

要
　

求
　

事
　

項

款
項

目
：
1
0
-
2
-
3

現
在

、
児

童
数

の
急

増
に
よ
り
教

室
不

足
が
生

じ
て
お

り
、
特

別
教

室
を
転

用
し

て
も
な
お

不
足

し
て
い
る
。
ま
た
、
今

後
も
児

童
数

の
急

増
も
続

く
こ
と
が
想

定
さ

れ
て
い
る
た
め
、
校

舎
増

築
に
よ
り
そ
の
解

消
を
図

る
。

な
お

、
年

度
内

に
事

業
完

了
が
見

込
め
な
い
た
め
、
併

せ
て
、
繰

越
明

許
費

を
設
定
す
る
も
の
。

西
国

分
小

学
校

校
舎

増
築

事
業

（
学

校
施

設
課

）

【
増
築
事
業
概
算
予
定
】

19
9,
95

5千
円

・
実
施
設
計
委
託
料

10
,7
20
千
円

・
増
築
⼯
事

18
5,
78

0千
円

・
監
理
委
託
料

3,
27

5千
円

・
適
合
性
判
定
⼿
数
料

18
0千

円

■
西

国
分

小
学

校
校

舎
増

築
整

備
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
（
予

定
）

校
舎

増
築

①
実

施
設

計

②
増

築
工

事
■

工
事

◇
監

理
委

託

設
計

：
1
0
,7

2
0

工
事

：
1
8
5
,7

8
0

監
理

：
3
,2

7
5

1
0

1
1

1
2

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
2

3
4

5
6

7
8

9

令
和

元
年

度
令

和
2
年

度

●
引

越
し

負
担

金
交

付
決

定

◆
発

注

◆
発

注

【
繰

越
明

許
費

】
（
追

加
）

○
委

託
料

7
,5

0
0
千

円

学
校

債
：

8
,
0
0
0
千

円
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令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
市
民
文
化
部

財
　
　
　
　
源
　
　
　
　
内
　
　
　
　
訳

令
和
元
年
度

予
算
要
求
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
要

求
内

容
当
初
予
算
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

6
2
5

6
2
5

◎
指

定
文

化
財

整
備

事
業

費
補

助
金

千
円

2
5
0

【
善

導
寺

 書
院

破
損

状
況

】

款
項
目
：
1
0
-
0
6
-
0
1

6
2
5

台
風

１
７

号
に

よ
る

被
害

が
発

生
し

た
国

指
定

建
造

物
：
善

導
寺

書
院

に
つ

い
て

、
文

化
財

の
保

存
と

保
護

の
た

め
に

修
復

事
業

補
助

を
行

う
も

の
。

ま
た

国
補

助
決

定
の

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

の
関

係
に

よ
り

年
度

内
の

完
了

が
見

込
め

な
い

こ
と

か
ら

繰
越

明
許

費
を

設
定

す
る

。
歴

史
的

建
造

物
保

存
整

備
事

業

（
文
化
財
保
護
課
）

要
　
求
　
事
　
項

6
2
5
千
円

書
院

の
棟

部
分

が
強

風
に

よ
り

破
損

し
、

部
材

が
剥

落
し

て
い

る

○
国

指
定

建
造

物
：
善

導
寺

書
院

の
棟

部
分

破
損

修
復

事
業

補
助

（
総

事
業

費
1
2
,5

0
0
千

円
 国

7
0
%
・
県

1
0
%
・
市

5
%
・
所

有
者

1
0
%
）

【
繰
越
明
許
費
】
（
追

加
）

〇
負
担
金
・
補
助
及
び
交
付
金

62
5千

円
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令
和

元
年

度
1
2
月

補
正

予
算

　
調

整
資

料
市
民
文
化
部

財
　
　
　
　
源
　
　
　
　
内
　
　
　
　
訳

令
和
元
年
度

予
算
要
求
額

国
県

支
出

金
地

方
債

そ
の

他
一

般
財

源
要

求
内

容
当
初
予
算
額

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

7
,1
8
0

7
,1
8
0

◎
生

涯
学

習
セ
ン
タ
ー
運

営
費

7
,1
8
0
千

円
2
2
7
,3
6
6

〇
え
ー

る
ピ
ア
久

留
米

3
,6
2
6
千
円

・
施

設
改

修
2
,1
2
3
千

円
健

康
増

進
コ

ー
ナ

ー
の

整
備

【
現

 
貸

ロ
ッ

カ
ー

室
】

※
た
だ
し
、
器
械
の
更
新
等
は
今
後
行
わ
な
い

緊
急
ブ
ザ
ー
、
コ
ン
セ
ン
ト
、
扉
設
置
、
部
屋
表
示
板
取
替
等

・
備

品
購

入
（

ロ
ッ

カ
ー

､
移

動
式

鏡
､
展

示
ボ

ー
ド

､
ベ

ル
ト

バ
イ

ブ
レ

ー
タ

ー
）
1
,0
3
0
千

円
・

消
耗

品
購

入
（

振
動

吸
収

マ
ッ

ト
、

ス
ト

レ
ッ

チ
マ

ッ
ト

）
8
8
千

円
・

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

機
器

・
ロ

ッ
カ

ー
移

設
(
通

信
運

搬
費

)
3
8
5
千

円

〇
野

中
生

涯
学

習
セ
ン
タ
ー

3
,5
5
4
千
円

・
施

設
改

修
【

1
F
多

目
的

室
　

2
F
講

習
室

/
会

議
室

】
3
,1
2
8
千

円
鏡

の
設

置
、

扉
交

換
、

換
気

扇
交

換
等

・
備

品
購

入
4
2
6
千

円
ロ
ッ
カ
ー
、
展
示
ボ
ー
ド
、
移
動
式
鏡

要
　
求
　
事
　
項

款
項
目
：
1
0
-
6
-
2

サ
ン
ラ
イ
フ
久

留
米

が
閉

館
と
な
っ
た
場

合
、
サ
ン
ラ
イ
フ
久

留
米

利
用

者
が

え
ー

る
ピ
ア
久

留
米

及
び

野
中

生
涯

学
習

セ
ン
タ
ー

を
代

替
施

設
と
し
て
活

用
で
き
る
よ
う
、
施
設
の
環
境
整
備
を
行
う
た
め
。

生
涯

学
習

セ
ン
タ
ー
運

営
費 （
生
涯
学
習
推
進
課
）
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議案６７－１ 

 

第６７号議案  

 

山川小学校校舎増築工事請負契約締結に係る意見の申出につ  

いて  

 

 上記の議案を提出する。  

  令和元年１１月２５日  

    教育長 大  津  秀  明  

  

提案理由  

 山川小学校校舎増築工事請負契約締結について、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に

基づき、市長から意見を求められたものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案６７－２ 

 

山川小学校校舎増築工事請負契約締結に係る意見の申出につ

いて  

 

山川小学校校舎増築工事請負契約締結について、別紙のとおり市議会に

提出することに同意する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案６７－３ 

 

第１１３号議案  

 

山川小学校校舎増築工事請負契約締結について  

 

 上記の議案を提出する。  

  令和元年１２月  日  

    久留米市長 大  久  保   勉  

 

提案理由  

 山川小学校校舎増築工事施行のため、条件付一般競争入札（総合評価

方式）により工事請負人を定めたので、その者と契約を締結しようとす

るものである。  



議案６７－４ 

 

   山川小学校校舎増築工事請負契約締結について  

 

山川小学校校舎増築工事について、次のとおり契約を締結する。  

１ 工事の場所  

   久留米市山川追分二丁目  

２ 工事の概要  

(1) 校舎建設工事（学童保育所を含む。）  

鉄筋コンクリート造３階建  

延床面積 １，３０３．３９平方メートル（校舎：８８１．３６平  

方メートル、学童保育所：４２２．０３平方メートル）  

(2) 上記に伴う渡り廊下工事  

  鉄骨造３階建  

延床面積 ９３．３７平方メートル  

３ 工期  契約締結の日の翌日から起算して３８０日間  

４ 契約金額  

   ４億１，２０６万円  

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額３，７４６万円）  

５ 契約の相手方  

   久留米市東合川４丁目３番２６号  

ナカガワ・三ツ矢建設工業特定建設工事共同企業体  

代表者 久留米市東合川４丁目３番２６号  

        株式会社ナカガワ  

         代表取締役 中川 満德  

構成員 久留米市御井旗崎４丁目４番１６  

        三ツ矢建設工業株式会社  

         代表取締役 近藤 拓磨  

           

      



 

 

議案６８－１ 

 

第６８号議案 

 

   久留米市生涯学習センター等の指定管理者の指定に係る意見   

の申出について   

 

上記の議案を提出する。 

令和元年１１月２５日 

教育長 大 津  秀  明  

 

提案理由 

久留米市生涯学習センター 等の管理を行わせる指定管理者を指定す

るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項

の規定により市議会の議決を求めることについて、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定に

基づき、市長から意見を求められたものである。 



 

 

議案６８－２ 

 

   久留米市生涯学習センター等の指定管理者の指定に係る意見 

の申出ついて   

 

久留米市生涯学習センター等の指定管理者の指定について、別紙のと

おり市議会に提出することに同意する。 

 



 

 

議案６８－３ 

 

第   号議案 

 

   久留米市生涯学習センター等の指定管理者の指定について   

 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年  月   日  

    久留米市長 大  久  保   勉  

 

提案理由 

 久留米市生涯学習センター等の管理を行わせる指定管理者を指定する

ことについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第６項の規定により市議会の議決を求めるものである。 



 

 

議案６８－４ 

 

   久留米市生涯学習センター等の指定管理者の指定について   

 

 久留米市生涯学習センター等の管理を行わせる指定管理者を次のとお

り指定する。 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

 久留米市生涯学習センター等 

２ 指定管理者に指定する者 

 久留米市東合川５丁目８番５号 

  公益財団法人久留米市生きがい健康づくり財団 

３ 指定する期間 

 令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 



議案６８－資料１ 

○地方自治法 

（昭和二十二年四月十七日） 

（法律第六十七号） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 略 

２～５ 略 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通

地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（昭和三十一年六月三十日） 

（法律第百六十二号） 

（教育委員会の意見聴取） 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他

特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合

においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○久留米市教育委員会教育長に対する事務委任規則 

昭和３９年１２月１５日 

久留米市教育委員会規則第１２号 

（臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ないときは前条各号に掲げる事務を臨時に代理することが

できる。 

２ 前項の規定により臨時に代理したときは、委員会にこれを報告し承認をうけなければな

らない。 



 

 

議案６９－１ 

 

第６９号議案 

 

   久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定に係る意 

見の申出について   

 

上記の議案を提出する。 

令和元年１１月２５日 

教育長 大 津  秀  明  

 

提案理由 

久留米市 野中 生涯学習センター の管理を行わせる指定管理者を指定

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６

項の規定により市議会の議決を求めることについて、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定

に基づき、市長から意見を求められたものである。 



 

 

議案６９－２ 

 

   久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定に係る意 

見の申出について   

 

久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定について、別紙の

とおり市議会に提出することに同意する。 

 



 

 

議案６９－３ 

 

第   号議案 

 

   久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定について    

 

 上記の議案を提出する。 

  令和元年  月   日  

    久留米市長 大  久  保   勉  

 

提案理由 

 久留米市野中生涯学習センターの管理を行わせる指定管理者を指定す

ることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第６項の規定により市議会の議決を求めるものである。  



 

 

議案６９－４ 

 

   久留米市野中生涯学習センターの指定管理者の指定について    

 

 久留米市野中生涯学習センターの管理を行わせる指定管理者を次のと

おり指定する。 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

 久留米市野中生涯学習センター 

２ 指定管理者に指定する者 

 久留米市野中町１０１５番地 

  公益財団法人久留米文化振興会 

３ 指定する期間 

 令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 



議案６９－資料１ 

○地方自治法 

（昭和二十二年四月十七日） 

（法律第六十七号） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 略 

２～５ 略 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通

地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（昭和三十一年六月三十日） 

（法律第百六十二号） 

（教育委員会の意見聴取） 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他

特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合

においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○久留米市教育委員会教育長に対する事務委任規則 

昭和３９年１２月１５日 

久留米市教育委員会規則第１２号 

（臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ないときは前条各号に掲げる事務を臨時に代理することが

できる。 

２ 前項の規定により臨時に代理したときは、委員会にこれを報告し承認をうけなければな

らない。 



議案７０－１ 

 

第７０号議案 

 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の指定管理者の指定に係る

意見の申出ついて 

 

上記の議案を提出する。 

令和元年１１月２５日 

教育長 大 津  秀  明  

 

提案理由 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の管理を行わせる指定管理者を

指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第６項の規定により市議会の議決を求めることについて、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の

規定に基づき、市長から意見を求められたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案７０－２ 

 

   久留米市体育施設（三潴・城島地域）の指定管理者の指定に係る

意見の申出ついて 

 

 久留米市体育施設（三潴・城島地域）の指定管理者の指定について、

別紙のとおり市議会に提出することに同意する。 



議案７０－３ 

 

第  号議案 

 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の指定管理者の指定につい  

て  

 

上記の議案を提出する。 

令和元年  月   日  

久留米市長 大  久  保  勉  

 

提案理由 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の管理を行わせる指定管理者を

指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第６項の規定により市議会の議決を求めるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案７０－４ 

 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の指定管理者の指定につい 

て  

 

久留米市体育施設（三潴・城島地域）の管理を行わせる指定管理者を

次のとおり指定する。 

１ 指定管理者に管理を行わせる公の施設 

(1)  久留米市みづま総合体育館 

(2)  久留米市三潴農業者トレーニングセンター 

(3)  久留米市三潴Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 

(4)  久留米市三潴Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫 

(5)  久留米市三潴農村運動広場グラウンド 

(6)  久留米市三潴農村運動広場テニスコート 

(7)  久留米市三潴ゲートボール場 

(8)  久留米市城島体育館 

(9)  久留米市城島テニスコート 

(10)  久留米市城島ゲートボール場 

(11)  久留米市城島トレーニングセンター 

(12)  久留米市城島ふれあい広場 

２ 指定管理者に指定する者 

久留米市梅満町高海１６５０番地１１ 

九州ビルサービス・シンコースポーツグループ 

   代表者 

    久留米市梅満町高海１６５０番地１１ 

     九州ビルサービス株式会社 

   構成員 

    福岡市博多区博多駅東二丁目９番２５号 

シンコースポーツ九州株式会社 

３ 指定する期間 

   令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 



議案７０－資料１ 

○地方自治法 

（昭和二十二年四月十七日） 

（法律第六十七号） 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第二百四十四条の二 略 

２～５ 略 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通

地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（昭和三十一年六月三十日） 

（法律第百六十二号） 

（教育委員会の意見聴取） 

第二十九条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他

特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合

においては、教育委員会の意見をきかなければならない。 

 

 

============================================================================== 

 

○久留米市教育委員会教育長に対する事務委任規則 

昭和３９年１２月１５日 

久留米市教育委員会規則第１２号 

（臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ないときは前条各号に掲げる事務を臨時に代理することが

できる。 

２ 前項の規定により臨時に代理したときは、委員会にこれを報告し承認をうけなければな

らない。 



第７１号 議案  

 

令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 立 小 ・ 中 ・ 特 別 支 援 学 校 教 職 員 人 事 異 動

方 針 に つ いて  

    

上記の議 案を 提 出 す る 。  

令和元 年 １１ 月 ２ ５ 日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

地方教育 行政 の 組 織 及 び 運営に関する法律（昭和３１年法律第１６

２ 号 ） 第 ２ １ 条 第 ３ 号 の 規 定 に 基 づ き 、 令 和 ２ 年 度 久 留 米 市 立 小 ・

中 ・ 特 別 支 援 学 校 教 職 員 人 事異 動 方 針 を 定 め よう と す る も の で あ る 。 

 

 

 

議案７１－１ 



 
 

令和２年度 
 
 
 
 
 
 

－久留米市立小・中・特別支援学校教職員－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

久留米市教育委員会 
 
 
 

人 事 異 動 方 針 

議案７１－２ 

 



 
 
 
 
 

－久留米市立小・中・特別支援学校－ 

 
 久留米市立小・中・特別支援学校教職員の人事異動については、県費負担教職員に関す 
る県の異動方針等を踏まえ、長期的な展望に立った計画的人事によって、学校組織の適正 
化と清新明朗な気風づくりを促進し、本市教育の充実発展を図ることを目的として、次の 
方針によって人事異動の内申を行う。 
 
１ 変化の激しい時代の中で学校の活性化や特色ある学校づくりなどの教育改革を促進し、

子どもに「生きる力」を育成するために、適材・適所に配置することとする。 
 
２ 教科、性別、年齢などを考慮し、教職員の年齢構成、男女比等の適正化に努め、中学

校においては教科運営の適正化を図る。 
 
３ 特別支援教育の充実のための人材の育成と学校の実情に応じた専門性のある教員の配

置に努める。 
 
４ 学校教育の活性化を図るため、県教育委員会と連携しながら教育事務所管内における

市郡間交流、教育事務所間交流、県・市立学校等との人事交流を行う。 
 
５ 学力の保障と向上、人権・同和教育、生徒指導等の推進を図るため、要員の確保と人

事配置の適正化に努める。 
 
６ 管理職の内申に当たっては業績評価の結果を活用し、全市的かつ長期的視野に立って、

人格高潔で有能な人材の確保に努める。その際、若い人材及び女性の積極的な登用を図

る。 
 
７ 管理職並びに主幹教諭、指導教諭の降任については、本人の希望を尊重する。 
 
８ 新規採用教員の配置に当たっては、その育成を考慮して行う。 
 
９ 再任用制度により任用された教職員については、県教育委員会と十分な連携を行い、

その経歴や能力を発揮できるような配置に努める。 
 
 
 

人 事 異 動 方 針 

議案７１－３ 

 



 
 
 
 

－久留米市立小・中・特別支援学校－ 

 
１ 人事異動対象者の条件 
  久留米市立小・中・特別支援学校の県費負担教職員の人事異動対象者は、令和２年度

の県人事異動方針及び市人事異動方針に基づき、学校組織の適正化と清新明朗な気風づ

くりを促進し、本市教育の充実発展を図ることができるよう下記の内容とする。 
(1) 同一校６年以上の勤続者は、異動対象者として取り扱う。 
(2) 管内他市町村間交流による転入者で３年以上勤務した者は、原則として、管内他市

町村への異動対象者とする。 
(3) 同一校１０年以上の勤続者は、原則として異動を行う。ただし、通勤時間又は本人

の健康状態については過度の負担にならないよう配慮する。 
(4) 積極異動の希望者に対しては、本人の意向を尊重し異動を行う。ただし、校長の意

向と協議のもと最終的な判断をして取り扱う。 
 
２ 人事異動地区における学校選択の方法について 

(1) 希望異動先の学校選択方法 
北筑後教育事務所との協議を経て、人事異動地区（小学校３地区、中学校３地区、

久留米特別支援学校１地区）を東部、中部、南部地区の３地区として設定した。人

事異動地区から、下記の方法に基づき異動先の希望校を４校選択すること。 
 
① 教諭の選択方法（主幹教諭、指導教諭を含む） 

学校種 学校選択の方法 

小学校 

① ４校を選択すること。 
② ３地区から各１校以上選択すること。 
③ 久留米特別支援学校を選択する場合は、他３校を３地区

から各１校選択すること。 

中学校 

① ４校を選択すること。 
② ３地区から各１校以上選択すること。 
③ 久留米特別支援学校を選択する場合は、他３校を３地区

から各１校選択すること。 
久留米特別支援学校 ① 希望する学校種の選択方法に準じて選択記入すること。 

 
② 養護教諭、学校事務職員、栄養教諭及び学校栄養職員の選択方法 

    人事異動地区（東部、中部、南部の３地区及び久留米特別支援学校）のうち、２

以上の地区から「４校」を選択し、記入すること。 

令和２年度人事異動取扱要綱 

議案７１－４ 

 



(2) 人事異動地区 
① 全小学校・・・３地区「東部・中部・南部」とする。 

東部地区 
（１６校） 

船越小、水縄小、田主丸小、水分小、竹野小、川会小、柴刈小、 
弓削小、北野小、大城小、金島小、大橋小、草野小、宮ノ陣小、 
山本小、善導寺小 

中部地区 
（１５校） 

西国分小、篠山小、京町小、長門石小、日吉小、金丸小、上津小、 
南薫小、合川小、小森野小、東国分小、青峰小、高良内小、 
御井小、山川小 

南部地区 
（１５校） 

荘島小、鳥飼小、南小、大善寺小、安武小、荒木小、津福小、 
城島小、下田小、江上小、青木小、浮島小、西牟田小、犬塚小、 
三潴小 

 
② 全中学校・・・３地区「東部・中部・南部」とする。 
東部地区 
（４校） 

田主丸中、北野中、屏水中、宮ノ陣中 

中部地区 
（７校） 

城南中、櫛原中、諏訪中、明星中、青陵中、良山中、高牟礼中 

南部地区 
（６校） 

江南中、牟田山中、三潴中、城島中、荒木中、筑邦西中 

 
③ 久留米特別支援学校  「単独１地区」とする。 

 
※ ３地区間の異動については、北筑後教育事務所管内市町村間交流の異動をしたものと

みなす。 
※ 児童生徒支援教員が加配されている学校、久留米特別支援学校で勤務経験がない職員

は、本人の異動希望にかかわらず、当該学校へ異動する場合がある。 
 

 (3) 北筑後教育事務所管内他市町村の異動希望については、異動希望が有の場合は、１

市町村以上を選択し、記入すること。そして、特に、希望する学校があれば、学校名

を記入すること。記入がない場合は一任とみなす。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議案７１－５ 

 



○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 
(教育委員会の職務権限) 

第二十一条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げ

るものを管理し、及び執行する。 
一 教育委員会の所管に属する第三十条に規定する学校その他の教育機関(以下「学校そ

の他の教育機関」という。)の設置、管理及び廃止に関すること。 
二 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産(以下「教育財

産」という。)の管理に関すること。 
三 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その

他の人事に関すること。 
四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関

すること。 
（五～十九 省略） 

 

 
(事務の委任等) 

第二十五条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する事

務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができない。 
一 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 
二 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 
三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 
四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その

他の人事に関すること。 
五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 
六 第二十七条及び第二十九条に規定する意見の申出に関すること。 
（３～４ 省略） 

 
 
 
 
 
 
 
 

議案７１－資料１ 



 

※福岡県教育委員会※ 

H29.10.26制定 

 

事務局等職員等及び教職員の人事異動方針 

 

 

 事務局等職員等及び教職員（以下「職員」という。）の人事異動については、教育行

政の適正かつ能率的な運営、学校の活性化や特色ある学校づくりなどの教育改革を推進

し本県教育の充実発展を図るため、次の方針に基づいて行う。 

 

１ 適材適所を旨とし、職員構成の適正化と充実を図る。 

 

２ 新陳代謝の促進を図り、清新の気風を醸成する。 

 

３ 広域人事を推進するとともに、人事交流を積極的に行う。 

 

４ 長期的展望の下に、人材の適正な配置に努める。 

 

５ 昇任については、学歴偏重、年功序列を排し、実力主義を旨とし、職員の士気

の高揚を図る。その際、若い人材や女性の登用を積極的に行う。 

  なお、管理職員については、人格高潔で有能な人材を任用する。 

 

６ 新規採用職員の配置に当たっては、その育成を考慮して行う。 

 議案７１－資料２  



 
※福岡県教育委員会※ 

 

県費負担教職員の人事異動取扱方針 

 

 

 福岡県市町村立小・中・義務教育学校及び特別支援学校の教職員の人事異動については、市

町村教育委員会との協働関係を維持しつつ、人事異動方針に基づき、この人事異動取扱方針に

より行うものとする。 

 

１ 適材適所を旨とし、職員構成の適正化と充実を図る。 

（１）校長・副校長・教頭の異動については、業績評価の結果を活用し、学校・地域の実態を

踏まえて、適材を適所に配置する。 

（２）教員等の異動については、次のように取り扱い、適材を適所に配置する。 

    ア  年齢構成・男女比の適正化に努める。 

    イ  中学校においては、教科運営の適正化を図る。 

    ウ  特別支援学校には、特に人材の確保に努める。 

   エ  定員に対する過不足及び教科欠の解消を図るように努める。 

    オ 学校事務の共同実施を踏まえた職員配置に努める。 

 

２ 新陳代謝の促進を図り、清新の気風を醸成する。 

（１）校長・副校長・教頭の異動については、同一校勤務年数の適正化を図る。 

（２）教員等の異動については、同一市郡・同一校永年勤続者の計画的異動を図る。 

 

３  広域人事を推進するとともに、人事交流を積極的に行う。 

（１）学校教育の活性化を図るため、教育事務所管内における市郡間交流の推進に努めるとと

もに、教育事務所間交流も図ることとする。この場合、教職員の通勤時間を配慮するもの

とする。 

（２）小・中学校等の異種学校間及び県立学校（高等学校、特別支援学校、中高一貫教育校）

との人事交流（研修によるものを含む。）を推進する。 

（３）教育事務所間及び県立学校との交流は、本庁において取りまとめ、その指示するところ

により異動を行うものとする。 

（４）教職員の過員の解消については、教育事務所間の相互交流にとどまらず、本庁において

全県的な計画をもって是正を図るものとする。 

 

４  長期的展望の下に、人材の適正な配置に努める。 

（１）特色ある学校づくりを推進するため、適切な人材の配置を行う。 

（２）教育上特別の配慮を必要とする学校については、実情を考慮し人事異動を行う。 

（３）相当年限へき地学校に勤務した者については、転任に当たりその希望を考慮する。 

 

５ 昇任については、学歴偏重、年功序列を排し、実力主義を旨とし、職員の士気の高揚を図

る。その際、若い人材や女性の登用を積極的に行う。 

なお、管理職員については、人格高潔で有能な人材を任用する。 

（１）管理職については、教育の実績を上げた者のうち、人格高潔であって、教育的識見に長

じ、学校経営に対する積極的な姿勢と十分な力量のある者を任用する。 

議案７１‐資料３ 

 



 
 

（２）新しい時代の学校にふさわしい特色ある学校づくりを推進する観点から、小・中間、

中・高間等の異種学校間の管理職の交流人事を促進する。 

（３） 管理職の任用に当たって県教育委員会は教育事務所を経て市町村教育委員会と協議する

こととし、特に次のことに留意する。 

   ア 若い有能な校長・副校長・教頭の任用を図りながら、管理職の適正な年齢構成にも配

慮する。 

    イ 女性の校長・副校長・教頭の任用を図る。 

（４）管理職の降任を希望する者については、本人の希望を尊重する。 

（５）主幹教諭・指導教諭については、配置による学校の活性化、校務の効率化を図る観点か

ら、適切な人材の任用を図る。 

（６）女性の主幹教諭・指導教諭の任用を図る。 

（７）主幹教諭・指導教諭の降任を希望する者については、本人の希望を尊重する。 

 

６ 新規採用職員の配置に当たっては、その育成を考慮して行う。 

（１）教員については、教員採用候補者名簿に登載された者のうちから採用する。 

      ただし、次の場合は、候補者名簿に登載されていない者についても別途選考し、採用す

ることがある。 

    ア 他府県の国立大学法人及び公立学校との交流の場合 

    イ 県内の国立大学法人及び公立学校又は現に県教育委員会事務局・市町村教育委員会事

務局・県教育センター等に勤務している職員（教員経験者に限る。）を採用する場合 

    ウ 栄養教諭を特別選考試験により採用する場合 

（２）事務職員については、「福岡県職員採用試験合格者名簿」に登載された者のうちから採

用する。 

 

７  再任用職員 

   教職員の再任用(更新を含む。)については、再任用制度により運用する。配置に当たって

は、市町村教育委員会の意見を十分聴くものとする。 

 

＊ 市町村教育委員会の内申手続について 

  人事異動に当たっては、市町村教育委員会の内申をまって行う。(同一市町村内の転任につ

いては、内申に基づき行う。) 

（１）一般教職員の人事については、あらかじめ教育事務所長と協議し、内申を教育事務所長

に提出するものとする。 

（２）校長・副校長・教頭の人事については、あらかじめ教育事務所長と協議し、内申を教育

事務所長を経由し教職員課長に提出するものとする。 

（３）校長の意見の申し出がなされた場合は、あらかじめ教育事務所長と協議し、内申を教育

事務所長を経由し教職員課長に提出するものとする。 

（４）市町村合併が行われる地域の人事については、内申日に存する市町村教育委員会におい

て内申するものとする。 

議案７１‐資料４ 

 



（平成２９年１１月１４日改正） 
 

県費負担教職員の市町村間交流人事異動方針 
 

福岡県教育庁北筑後教育事務所 
 
 教育事務所及び管内各市町村教育委員会の連携・協力の下、長期的な視点に立った市町

村間交流を推進し、もって北筑後管内全体の学校教育の活性化を図ることを目的としてこ

の方針を定めるものである。 
 管内各市町村教育委員会においては、この方針の趣旨を尊重し、市町村間交流の推進に

努めるものとする。 
 
１ 交流の目的 
（１）管内市町村の教育水準の維持・向上及び教育の活性化 
（２）教職員の意欲及び資質の向上 
（３）学級減に伴う過員の解消及び定数欠、教科欠のアンバランスの解消 
（４）時代の変化に伴う指導方法の改善に対応する管内指導体制の確立 
 
２ 交流の考え方 
（１）一般教職員 
  ア 各市町村の課題により意図的、計画的な交流を行う。 
  イ 市町村別の課題に応じた主任級等の交流人事を促進する。 
  ウ 採用後、２以上の市町村での勤務の経験がない者については、２以上の市町村で

の勤務を経験するものとする。 
（２）管理職員 
  ア 管理職員については、原則として、在任期間中、２以上の市町村での勤務を経験

するものとする。 
  イ 教頭昇任時は、可能な限り、他市町村へ配置する。 
 
３ 交流の期間 
   管内市町村間交流の期間は、原則として３年とする。ただし、特別の事情がある場

合は、この限りではない。 
 
４ 交流者の決定 
（１）各市町村教育委員会は、毎年度、他市町村未経験者リストを作成する。 
（２）教育事務所は、各市町村教育委員会と協議の上、各市町村の課題に基づく要望や他

市町村異動希望者の状況を勘案しながら交流者を決定する。 
 
５ その他 
（１）久留米市については、異動範囲が広範であり、市内異動においても市町村間異動と

同等の効果を期待できることから、別紙のブロック間による異動も市町村間異動とみ

なす。 
（２）本方針については、毎年度の人事異動に関する動向や各市町村教育委員会の意見を

踏まえ、適宜見直すこととする。 

 議案７１－資料５  



様式１

教職員異動調書（個人票）
学　校　名 職 名 氏    名（フリガナ） 性 別 年　齢（生年月日） 勤　　務　　先 職 名 期　　　間 年数

男 歳

女

現　住　所 現 在 の 分

小学校区 通勤方法 ㎞

　 種　別 教　科 担当学年 特　技 現任校の 勤　続
免 　 勤務年数 年　数 　
許 　年　組
状 担当教科 年 年

　
有　無 月 月

北筑後管内 続　柄 氏　　名 市町村名 学校名

に勤務する

配偶者及び ･幼 ･小 ･中 ） 上記以

三親等内の 外の他

教職員氏名 市町村

勤務歴  

有 １ ２ ３ ４ 有 上記以

外の

無 無 へき地

(やむを得ず) 学校 学校 学校 学校（やむを得ず）
勤務歴  

① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③

異動・勤務等

に つ い て

市郡名（事務所管外） 小 ・ 中 特に配慮して

第１希望第２希望第３希望交流希望  欲しいこと

の 有 無

市郡 市郡 市郡

　　有　　　　　　　　　　　　 整理番号

議
案

７
１

－
資

料
６

北筑後教育事務所

１

２

３

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

学
校

学
校

学
校

有

研修希望

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

令和２年度

（昭和・平成　　年　　月　　日）

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

職　　　　　歴

　　　立

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

 

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日から

昭和・平成・令和　　年　　月　　日まで
 有　（出産  　月頃）

　

育休希望
の 有 無

４

５

学校

（                     ）

印

（　    　　  ）

司書教諭資格の有無

　
妊娠
の

転出希望提出状況（県立学校）

無

　　　　都道府県

4

学
校

交流希望

の 有 無

学
校

市・町・村
(        )

特別支援学校

　

他県等教員採用
候補者名簿登載

市・町・村
(        )

学
校

学
校

有

有

有無

希望の

有　無

学
校

学
校

学
校

長期派遣

学
校

無

の 有 無

再任用

交流希望

の 有 無

市・町・村
(        )

有

学
校

降任希望の有無

  （注）

他市町村を
２つ以上記
入すること

久留米市へ
はブロック
別に記入す
ること

（　　　　　　　　　　　　）

管外転
出希望
の有無

異
　
 
動
 
　
希
 
　
望

有 有

有

中 ・ 高

 

２ 3

現 任 校 所 在 の 市 町 村 内 管　内　他　市　町　村
　　※ （　）は久留米市のブロック

　理由(他市町村含む)

１

市・町・村
(        )

特別支援学校（

校
種

地区中学校 ･中等教育学校 ･高等学校



第７２号 議案  

 

令 和 ２ 年 度久 留 米 市 立高等学校教職員人事異動方針について  

 

上記の議 案を 提 出 す る 。  

令和元 年 １１ 月 ２ ５ 日  

教 育 長  大  津  秀  明  

 

提案理由  

地方教育 行政 の 組 織 及 び 運営に関する法律（昭和３１年法律第１６

２号）第２ １条 第 ３ 号 の 規 定に基づき、令和２年度久留米市立高等学

校教職員 人事 異 動 方 針 を 定 めようとするものである。  

 

 

 

議案７２－１ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度  

                             

人  事  異  動  方  針  

 

 

 

－久留米市立高等学校教職員－  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米市教育委員会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案７２－２ 

 



令和２年度人事異動方針  

 

                          －久留米市立高等学校教職員－ 

 

 

 久留米市立高等学校教職員の人事異動については、生徒数の減少や変化の激しい時代の

中で、歴史と伝統に培われた両校の優れた教育活動をさらに充実、発展させ、生徒の希望

する進路の実現を図るとともに、市立高校としての存在感あふれる特色ある学校づくりを

推進するため、次の方針によって行う。 

 

 

 １ 適材適所を旨とし、職員構成の適正化と充実を図る。 

 

 

２ 学校の活性化や特色ある学校づくりに対応するため、長期的展望の下に人材の適正

  な配置に努める。 

 

 

 ３ 教職員の能力開発と意識改革を図るため、県立学校との人事交流を積極的に推進

する。 

 

 

 ４  管理職の任用に当たっては、長期的視野に立って、人格高潔で有能な人材の確保に

努める。その際、年齢、性別にとらわれず、管理職として学校の活性化に能力を発揮

できる人材の登用を積極的に図る。 

 

 

 ５ 新規採用教職員の配置に当たっては、その育成を考慮して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案７２－３ 

 



令 和 ２ 年 度 人 事 異 動 取 扱 要 綱 

                   － 久 留 米 市 立 高 等 学 校 教 職 員 － 

 
 
  久留米市立高等学校教職員の人事異動方針に基づき、人事異動取扱要綱を次のように定
める。 
 

１ 異動等について 

 

(1) 教職員の意欲と能力の活用                            

 
    ア 教職員の年齢構成の適正化や教科運営の効率化等を考慮した適材適所の配置を進
    める。 
 

    イ 教職員の意欲に応え、その能力を活用できる組織環境の充実を図る。 

 

ウ 教職員の資質、能力の向上及び業務の継続性、発展性等を考慮して計画的かつ適
  切に対応する。 

 
(2) 人事異動対象者の条件  

 
同一校１０年以上の勤続者は、原則として異動対象者として取り扱う。 
なお、同一校の勤務が１０年未満であっても、人事異動の対象となることがある。 
 

(3) 地方自治法による三井中央高等学校への派遣  
 

三井中央高等学校の学校運営が円滑に行えるよう、地方自治法第２５２条の１７の
規定に基づき、校務分掌や教科等を考慮したうえで必要とする人材を派遣する。 

 

(4) 教職員の能力開発と意識改革の推進 

 
    ア 市立高校間の人事異動及び県立高校との長期派遣研修の充実を図り、職務経験機

会の拡大に努める。 
 
    イ  同一校における長期勤続者の人事異動等の促進に努めるとともに、積極的異動希

望者の発掘とその異動等の実現を図る。 
 

２ 昇任・降任及び採用について 

 

 (1) 校長・教頭の任用について 

 

ア 管理職は人格高潔であって、教育的識見に長じ、統率力、先見性に優れ、学校の

  管理・運営に対する積極的な熱意と十分な力量がある者について選考する。その

  際、年齢、性別にとらわれず、管理職として学校の活性化に能力を発揮できる人

  材の登用を積極的に図る。 

 

    イ 管理職の降任を希望する者については、本人の希望を尊重する。 

 

 

 

議案７２－４ 

 



(2)  主幹教諭･指導教諭の任用について 

 

ア 配置による学校の活性化、校務の効率化を図る観点から、年齢、性別にとらわれ

ず、適切な人材の任用を図る。 

 

イ 主幹教諭の降任を希望する者については、本人の希望を尊重する。 

 

(3)  新規採用教職員の任用について 

 

     教職員は、学校の活性化、特色化の課題に対応し得るように、教職員構成等を考慮
  し、原則として、令和２年度久留米市立高等学校教員採用候補者名簿に登載された者 

から採用する。配置に当たっては、その育成に配慮する。 
             
 
(4) 再任用職員の任用について 
   
  教職員の再任用（更新を含む。）については、選考によるものとし、校長か

らの意見を聴き教育委員会で決定する。なお、配置に当たっては、必ずしも退
職時勤務校に任用されるとは限らない。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

議案７２－５ 

 



○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 
(教育委員会の職務権限) 

第二十一条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げ

るものを管理し、及び執行する。 
一 教育委員会の所管に属する第三十条に規定する学校その他の教育機関(以下「学校そ

の他の教育機関」という。)の設置、管理及び廃止に関すること。 
二 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産(以下「教育財

産」という。)の管理に関すること。 
三 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その

他の人事に関すること。 
四 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関

すること。 
（五～十九 省略） 

 

 
(事務の委任等) 

第二十五条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する事

務の一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができない。 
一 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 
二 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 
三 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 
四 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その

他の人事に関すること。 
五 次条の規定による点検及び評価に関すること。 
六 第二十七条及び第二十九条に規定する意見の申出に関すること。 
（３～４ 省略） 

 
 
 
 
 
 
 
 

議案７２－資料１ 



○久留米市教育委員会教育長に対する事務委任規則（抜粋） 

(委任) 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(1) 学校教育又は社会教育の基本方針を定めること。 

(2) 学校その他の教育機関の設置、廃止及び移管を決定すること。 

(3) 重要な教育財産の取得及び処分に係る計画を決定すること。 

(4) 教育委員会事務局及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の

任免、転補等を行うこと。 

(5) 県費負担教職員の定期異動並びに市立小中特別支援学校の校長及び教頭の任免、転

補等の人事の内申 並びに市立小中特別支援学校の主任等の任免を行うこと。 

（次号以下 略） 

 

（臨時代理） 

第３条 教育長は、緊急やむを得ないときは前条各号に掲げる事務を臨時に代理すること

ができる。 

２ 前項の規定により臨時に代理したときは、委員会にこれを報告し承認をうけなけれ

ばならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議案７２－資料２ 



協議１－１ 

                          

 次期「久留米市教育振興プラン（仮称）」策定に係る進捗状況について 

 

１ 第３期久留米市教育改革プラン（平成 28 年度から令和元年度）の総括 

第３期プランを総括するにあたり、評価指標に関する達成の状況は次のとおりです。

なお、表中の評価欄の記号は、以下のとおりです。 

評価欄 
◎ 達成（予定通り達成）    ○ 概ね達成（概ね予定通り達成） 

△ 未達成（予定通り達成せず） × 未着手 

 

 （１）３つの重点とその達成状況 

重点１ わかる授業【学力の保障と向上】 

No 評 価 指 標     H３０年度評価 

１ 全国学力・学習状況調査結果 

【全国平均正答率を超える】 

未達成△ 

すべての教科区分（国、算・数）で 

全国平均を下回る。 

２ 中学校３年生の英検３級の取得率 

【全国平均を超える】 

達成◎ 

全国平均（23.9％）を 9ポイント上回る。 

３ 「学校が楽しい・授業がわかる」

と答える児童生徒の割合 

【全国平均を超える】 

未達成△ 

小６算数は全国平均を超えたが、他は下

回った。 

 
重点２ たのしい学校【安全・安心な学校づくり】 
No 評 価 指 標     H３０年度評価 

１ 不登校の出現率・復帰率 

【出現率：全国平均以下】 

【復帰率：全国平均以上】 

概ね達成〇 

H29 年度のデータでは、出現率、復帰

率ともに国・県を上回る。 

２ いじめの認知率・解消率 

【認知率：全国平均以下】 

【解消率：全国平均以上】 

未達成△ 

認知率は、全国平均（H29）を上回って

いるが、解消率は全国平均を下回った。 

３ 「学校が楽しい」「自分にはよいと

ころがある」と答えた児童生徒の

割合【全国平均以上】 

未達成△ 

小・中ともに割合は増加しているが、全

国平均を下回った。 

４ 「学校のけが件数」（小学校） 

【日本スポーツ振興センター災害

給付対象けが件数の減少】 

達成◎ 

H29.H30 年度と減少傾向が継続してい

る。 

     

重点３ 久留米版コミュニティ・スクールの推進【学校・家庭・地域の協働】 

No 評 価 指 標     H３０年度評価 

１ 家庭等での学習時間の向上 

（小６・中 3）【1時間以上】 

達成◎ 

小中ともに家庭等での学習時間（1 時間

以上）の向上がみられている。 

２ 地域学校協議会提言の達成率の 

向上 

達成◎ 

H29 年度のデータでは、プラン作成時よ

り 1.7 ポイント増加している。 

   

教 育 委 員 会 資 料 

令和元年１１月２５日 

教 育 部 
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（２）第 3 期教育改革プランの検証結果 

  【主な成果と課題】 

①  重点 1「わかる授業」の（2）外国語教育の推進については、中学３年生の英

検３級以上の取得率は、全国平均（２３．９％）を 9 ポイント上回り、達成で

きている状況である。 

②  重点２「楽しい学校」の（4）学校安全への支援では、H26 年度に比べ学校で

のけがの件数が減少し、重点 3「久留米版コミュニティ・スクールの推進」の（1）

学習習慣定着への支援、（2）地域学校協議会提言実働への支援については、家

庭等での学習時間の向上や地域学校協議会提言の達成率の向上がみられた。 

③  重点２「楽しい学校」の（1）不登校対応については、H29 年度のデータでは、

出現率、復帰率ともに国・県を上回り、おおむね達成できている。 

④  重点 1「わかる授業」の（1）全国学力・学習状況調査結果では、すべての教

科区分（国、算・数）で全国平均を下回り、未達成の状況である。 

⑤  重点１「楽しい学校」の(3)教師力向上への支援や、重点２「たのしい学校」

の(3)学校生活充実への支援では、まだ未達成の状況にある。  

 

【今後の展開】 

以上のような第３期プランの総括を受けて、次期プランでは、第３期プランの効

果があった取組のさらなる「充実・拡大・定着」を意識して、下記の４点から久留

米市の教育の充実を図っていきます。 

 

① 学力の保障と向上を、さらに進める必要があります。 

② だれもが安心して学べる学校づくりを、さらに進める必要があります。 

③ 学校・家庭・地域の協働を、さらに進める必要があります。 

④ 教職員の働き方改革を推進し、教師力向上への支援をさらに進める必要が 

あります。 

 

２ 次期プラン（久留米市教育振興プラン(仮称)）の背景と位置づけ 

○ 第３期久留米市教育改革プランの計画期間が令和元年度に終了するとともに、本

年度新たに「教育に関する大綱」が策定されることを踏まえ、令和２年度から次期

「久留米市教育振興プラン（仮称）」を策定します。 

○ 第３期久留米市教育改革プランの総括を受け、効果のあった取組みのさらなる「充

実・拡大・定着」を基本方針とすることから、名称は「久留米市教育振興プラン（仮

称）」とします。 

○ 次期プランの策定範囲は、第３期久留米市教育改革プランと同様に市立学校（小

学校・中学校・特別支援学校・高等学校）における学校教育分野を主な対象とし、

家庭や地域と協働した学校の教育力の向上に関する施策についても対象範囲としま

す。 

  なお、高等学校においては、学科や教育内容の専門性をはじめ、生徒の通学範囲

も広域にわたるなど、義務制の学校とは異なるため、本プラン実施にあたっては教

育委員会と連携を図りながら、学校の実態に応じた推進を行います。 
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○ 計画期間は、「新総合計画第４次基本計画」及び「教育に関する大綱」の理念や施

策等との整合性を図る観点から、令和２年度から令和７年度までの６年間とします。

なお、今後の国の動向や社会状況の変化に応じて中間期で見直しを行います。 

 

３ 久留米市教育に関する大綱（学校教育部分抜粋） 

   【基本理念】 

“学び”が人をつくり、“地域”が人を育み、輝く未来を創る 

   【基本方針】 

「生きる力」を育み、元気と笑顔があふれる子どもを育てる教育を進めます 

   【施策の方向性】①未来へつながる教育と学びの充実 

            ・学力の保障と向上 

            ・特色ある教育の充実 

             ・健やかな体の育成 

           ②安心して学べる教育環境づくりの推進 

            ・人権尊重の意識や道徳性の育成 

            ・安全・安心・快適な教育環境の保障 

            ・学校・家庭・地域の連携 

 

４ 次期プランの概要 

(1) プランの目標 

ともに未来を創る「くるめっ子」の育成 

〔つくる力・つながる力・つらぬく力〕 

①  ともに未来を創るとは 

人口減少や高齢化の進展、IoTや人工知能による技術革新、グローバル化等の

社会の現状や課題の中で、自ら問いを持ち、だれもが感性や創造性を発揮し、

周りの人々と協働しながら、持続可能な社会のために価値あるものをつくりだ

していくことです。 

②  「くるめっ子」とは 

     将来、久留米で暮らす、久留米の外で暮らす、いずれの場合においても、自

分が育った「ふるさと久留米」への愛着と誇りをもち、将来への貢献を思って

生きる児童生徒のことです。 

    ③  具体的に育成したい３つの力 

     ○「つくる力」（問題発見・解決する力） 【知】 

      ・問題を発見し、解決の方向と方法を決定し、結果を予測しながら実行し、

過程を振り返って次の問題発見・解決につなげる力 
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  ・新たに獲得した知識・技能を、既存の知識・技能と関連づけたり、組み合

わせたり、社会の様々な場面で活用したりする力 

＜具体的な子どもの姿＞ 

「授業では、課題の解決に向けて自分で考え、自分から取り組んでいる」 

「話し合う活動を通して、自分の考えを深めたり広げたりしている」 

「授業で学んだことを他の学習に生かしている」 

「将来の夢や目標を持っている」 

    ○「つながる力」（協働する力） 【徳】 

     ・自分と他者への理解を深め、規範意識や社会のルールを大切にするととも

に、相手や状況に応じた表現をしながらよりよい人間関係をつくる力 

・対話を通して考えの共通点や差異点を理解し、相手の考えに共感したり多

様な考えを統合したりして、協力して問題を解決していく力 

＜具体的な子どもの姿＞ 

「学級みんなで話し合って決めたことなどは協力して取り組み、うれしい

と感じている」 

「学校の規則を守っている」 

「いじめはどんな理由があってもいけないことだと思っている」 

    ○「つらぬく力」（遂行する力） 【体】 

      ・夢や目標、前向きな意欲、困難を乗り越える強い意志、簡単に折れない柔

軟性を持って、持続可能な社会をつくるために考え、行動しようとする力。

また、それを支える心身ともに健康な体や体力 

 ＜具体的な子どもの姿＞ 

「ものごとを最後までやりとげてうれしいと感じている」 

「難しいことでも失敗を恐れないで挑戦している」 

「地域や社会をよくするために何をすべきか考えている」 

 

  (2)４つの重点について 

第３期教育改革プランの総括を受け、効果があった取組のさらなる「充実・

拡大・定着」を基本方針として、以下の４点から重点化を図ります。 

また、これらの重点をつらぬくものとして、人権・同和教育や特別支援教育

を土台として、自分らしい生き方を考え、夢や憧れをもつことができる「くる

め学」の学習やキャリア教育の充実に努めます。 

① 重点１：学びをつなぐ授業【主体的・対話的で深い学び】 
〇「くるめ授業スタンダード」を活用しながら、現在の学びを過去や未来の学
びとつなぐ、友達や地域の方々など他者とつなぐ、各教科等の学びとつなぐ
「主体的・対話的で深い学び」となるように毎日の授業を見直します。そし
て、子どもが基礎的・基本的な知識・技能を確実に身につけるとともに、こ
れらを活用して課題解決するために必要な思考力・判断力・表現力等を伸ば
すことで、「自ら学びたくなる、わかる・できる喜びを味わう」授業づくりを
進めます。 
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〇ユニバーサルデザインの視点による授業づくりを進めるとともに、個別の教
育支援計画、個別の指導計画に基づく個に応じたきめ細やかな支援を行う特
別支援教育を充実させます。 

〇異文化や地域・自国文化の理解を深め、つかえるコミュニケーション力を育
てる外国語教育を充実させます。 

〇友達や地域の方々と協働的に学ぶことを推進するとともに、情報を収集し、
目的に合わせて加工したり活用したりする力、情報リテラシーを身につけさ
せるために ICT 教育を充実させます。 

    
② 重点２：楽しい学校【安全・安心な学び舎】 
〇「くるめアクションプラン」を活用しながら、いじめ問題や不登校の未然防
止、早期発見、早期対応を徹底し、だれもが安心して学べる学校生活が送れ
るようにします。 

     〇子ども自らがいかに自分で自分の身を守るかを意識し、自ら安全な行動がで
きる力を育てるセーフスクールの取組を充実させます。 

〇自分のよさや友達のよさが実感できる学校になるように、人権が尊重される
「学習活動づくり」「人間関係づくり」「環境づくり」を進め、人権・同和教
育を充実させます。 

 
③ 重点３：頼れる先生【教師力の向上と子どもと向き合う時間の確保】  
〇育成指標に基づく教員研修の充実や出張授業づくりサポートなどの教育活動
の支援を通して、教員一人ひとりの授業力向上に努めます。 

〇教職員の働き方に関する意識改革と業務改善を進め、チーム学校の体制づく
りを確立することで、笑顔で子どもたちに向き合う先生の環境づくりを推進
します。また、部活動ガイドラインを策定し、徹底することで、働き方改革
を推進します。 

 
④ 重点４：協働する学校・地域・家庭【コミュニティ・スクールの推進】 
〇スクールサポートスタッフや授業支援への地域人材の積極的な活用を図るこ
とで、子どもたちの学習習慣定着や基礎的・基本的な知識・技能の定着を中
心とした取組、健やかな成長を支える生活習慣づくりの取組、健全育成の取
組などを推進していきます。 

〇全小中学校に設置している地域学校協議会を充実させ、提言の実働化と学校
関係者評価の充実を図り、地域と学校の協働活動を一層充実させます。また、
国の動向を踏まえ、コミュニティ・スクールへの移行に向けた組織や機能の
あり方についての検討を進めます。 
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（3）施策の体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

重点3：頼れる先生【教師力の向上と子どもと向き合う時間の確保】

重点4：協働する学校・地域・家庭【コミュニティ・スクールの推進】

　　目標：ともに未来を創る「くるめっ子」の育成

重点１：学びをつなぐ授業【主体的・対話的で深い学び】

（１）「くるめ授業スタンダード」を活用した授業改善

（２）個に応じた教育活動の充実

（３）外国語教育の充実

（２）業務改善への支援

（４）教育ICT活用の推進

重点２：楽しい学校【安全・安心な学び舎】

（１）不登校対応の徹底

（１）学習習慣定着への支援

（２）地域学校協議会提言の実働化への支援

（２）いじめ問題対応の徹底

（３）学校安全への支援

（４）仲間づくりを生かした活動の充実

（１）実践的指導力への支援

人

権

・

同

和

教

育

・

特

別

支

援

教

育

・

キ

ャ

リ

ア

教

育
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(4) 「くるめ授業スタンダード」を活用した授業改善の取組とは  

   新学習指導要領において「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善

という方向性が示され、「教師が一方的に知識を教え込む講義的な授業」から「児

童・生徒が自ら考えをつくり、考えの根拠を説明し合ったり、友達の説明を聞いて

自己の考えを付加・修正したりする授業」への転換が求められている。 

       そこで、「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を踏まえ、これ

らの授業実践上の課題等を解決するために「くるめ授業スタンダード」を作成する。 
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 (5) 「くるめアクションプラン」とは 

   本プランは、毎日の遅刻・欠席に適切に対応する連絡・指示システムを構築す

ることで「初期対応」を徹底することと、不登校になった児童生徒に対するきめ細

やかな支援を継続していくことを目的としています。 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１ 遅刻・欠席対応システムの構築】 

 

              欠席が長期化している児童生徒へのチェックリスト 

 

 □ 児童生徒が学級の一員として班や係などに所属している。 

 

 □ 児童生徒の机・イス・靴箱・個人棚などがいつでも使える状態にある。 

 

 □ 学級での児童生徒の状況等の級友への伝え方を、本人や保護者と決めている 

 

 □ 配布物等の届け方を本人や保護者と決め、確実に届けている。 

 

 □ 学校・学級の様子を定期的に伝えている。 

 

 □ 学校行事等で、児童生徒が参加しやすい配慮をしている。 

 

 □ 定期テスト等を受験しやすいよう、別室等の環境づくりをしている。 

 

 □ 進学等に向けた相談や指導を行っている。 

 

 □ 

 

 □ 

【図２ 欠席が長期化している児童生徒へのチェックリスト】 
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４ 久留米市教育振興プラン(仮称)策定に向けた今後のスケジュールについて 

 

・11 月 〇第 2 回教育改革推進会議開催 

 ・次期教育振興プラン（仮称）骨子審議、内容検討 

・12 月 〇第 3 回教育改革推進会議開催 

・次期教育振興プラン（仮称）内容検討、確認 

・令和２年 1月 〇第 4 回教育改革推進会議開催 

・次期教育振興プラン（仮称）パブコメ案の確認 

〇議会報告 

 ・次期教育振興プランについて 

〇パブリックコメントの開始 

・2月 〇第 5 回教育改革推進会議開催 

・次期教育振興プラン最終案の検討 

〇パブリックコメント集約 

〇第 6 回教育改革推進会議開催 

・次期教育振興プラン最終案の確定 

・3 月 〇議会報告 

 ・パブコメ、次期教育振興プラン報告 

〇教育委員会 

 ・次期教育振興プランの議決 

〇広報・周知 

 ・市ホームページへのプラン掲載、市内各学校への周知 

 

 



R1.10.16からR1.11.11 受付分まで
※区分の★は新規に申請があったもの

№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

1
令和2年1月18日（土）
14:00開演

九州交響楽団inインガット
ホール

インガットホール活用実
行委員会

久留米市城島総合文
化センター　インガッ
トホール

後援
城島総合支
所　文化ス
ポーツ課

2
令和2年2月8日（土）
14：00開演

酒井有彩コンサート～ピア
ノで巡る舞曲の世界～

インガットホール活用実
行委員会

久留米市城島総合文
化センター　インガッ
トホール

後援
城島総合支
所　文化ス
ポーツ課

3
令和元年11月23日（土）
9:00～24日（日）16:00

第30回九州さつき盆栽展 九州さつき愛好会
久留米リサーチパー
ク

後援
生涯学習推
進課

4
令和元年12月1日（日）
14:00～16:00

ロングライフ・コール創立20
周年記念第8回演奏会
～本間四郎先生卒寿メモリ
アル～

ロングライフ・コール
石橋文化センター共
同ホール

後援
生涯学習推
進課

5
令和元年12月11日（水）
～15日（日）10:00～17:00

第6回九州国展 国画会九州支部
久留米市美術館　本
館1階展示室・全室

後援
生涯学習推
進課

6
令和元年12月13日（金）
～25日（水）

石橋文化センターミュージ
アムクリスマス

公益財団法人久留米文
化振興会

石橋文化センター園
内、石橋文化会館

後援
生涯学習推
進課

7
令和元年12月15日（日）、
令和2年1月26日（日）
9:30～12:00

能楽普及の為の独謡会 清吟会 高牟礼会館 後援
生涯学習推
進課

8
令和2年1月12日（日）
13:30開演予定

第48回市民ブラスコンサー
ト　ニューイヤー・バンド・
フェスティバル

公益財団法人久留米文
化振興会

石橋文化ホール 共催
生涯学習推
進課

9
令和2年1月15日（水）～
19日（日） 10:00～18:00

第55回全九州新春書道展 福岡書道会 福岡県立美術館 後援
生涯学習推
進課

10
令和2年2月1日（土）
14:00～16:00

講演会「ホームステイ・留学
説明会」

ヒッポファミリークラブ西
日本

久留米シティプラザ
4階　中会議室

後援
生涯学習推
進課

11
令和2年2月9日（日）
14:00～16:00

久留米連合文化会創立70
周年記念演奏会「音楽の贈
り物」

久留米連合文化会洋楽
部

石橋文化ホール 後援
生涯学習推
進課

12

令和2年2月26日（水）
10:00～17:00、
3月1日（日）
10:00～15:00

第31回現代の書展 書友会 久留米市美術館 後援
生涯学習推
進課

教育委員会後援事業等に関する報告
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№ 日時 事業名 主催者名 場所 区分 担当課

13
令和2年5月2日（土）
18:00～20:00、
5月3日（日）14:00～16:00

第２５回公演「オムニバス２
～リトルウィング短編集～」

劇団リトルウィング
おりなす八女
ハーモニーホール

後援★ 学校教育課

14
令和2年1月11日
13:00～16:30

令和元年度福岡県市町村
立学校等女性管理職会北
筑後地区研修会並びに女
性教員研修会

福岡県市町村立学校等
女性管理職会北筑後地
区女性教員研修会（水
仙の部）

久留米市教育セン
ター

後援 学校教育課

15
令和元年12月14日(土)
10:00～16:00

青少年のためのサイエンス
モール　ｉｎ　くるめ　２０１９

高等教育コンソーシアム
久留米

福岡県青少年科学館 後援 学校教育課

16
令和2年2月15日(土)
13:30～16:00

久留米市障害者基幹相談
支援センター研修「発達？
何なん？」

久留米市
久留米市商工会館
5階大ホール

後援 学校教育課

17
令和元年12月7日(土)
15:00～16:30

令和元年度(第66回)福岡
県小児保健研究会・母子保
健研修会

久留米大学小児科医局
内福岡県小児保健研究
会

久留米市役所2階
くるみホール

後援 学校教育課

報告１－2



平成３０年度 児童生徒の問題行動・不登校等に関する調査結果について

項目 H27 H28 H29 H30

市
発生件数 16 13 18 8

発生率 1.0 0.8 1.1 0.5

国
発生件数 16,835 22,240 27,696 35,910

発生率 2.6 3.5 4.4 5.7

定 例 教 育 委 員 会 資 料
令和元年１１月２５日
教 育 部 学 校 教 育 課

１ 暴力行為

小学校

＊ 発生率は、児童生徒1,000人当たりの発生件数です。

項目 H27 H28 H29 H30

市
発生件数 104 89 78 117

発生率 12.8 11.5 10.3 16.1

国
発生件数 31,878 28,908 27,511 28,062

発生率 10.0 9.2 8.9 9.3

中学校

1.0
0.8

1.1

0.5

2.6

3.5

4.4

5.7

0.0

2.0

4.0

6.0

H27 H28 H29 H30

1,000人当たりの発生件数の推移（小学校）

市

国

12.8
11.5

10.3

16.1

10.0
9.2 8.9

9.3

0.0

6.0

12.0

18.0

H27 H28 H29 H30

1,000人当たりの発生件数の推移（中学校）
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久留米市における状況別の発生件数（小中合計）

11

22

11

17

85

60

63

90

23

20

22

18

H27

H28

H29

H30

器物損壊

計120

計102

計96

計125

項目 H27 H28 H29 H30

対教師 11 22 11 17

児童生徒間 85 60 63 90

対人 1 0 0 0

器物損壊 23 20 22 18

合計 120 102 96 125

対教師 児童生徒間

報告２－２



項目 H27 H28 H29 H30

市
認知件数 538 591 795 1,453

認知率 33.0 35.9 47.6 86.6

国
認知件数 151,692 237,256 317,121 425,844

認知率 23.2 36.5 49.1 66.0

項目 H27 H28 H29 H30

市
認知件数 121 125 162 249

認知率 14.9 16.1 21.4 34.2

国
認知件数 59,502 71,309 80,424 97,704

認知率 17.1 20.8 24.0 29.8

２ いじめ

小学校 中学校

＊１ 認知率は、児童生徒1,000人当たりの認知件数です。
＊２ 国は、国公私立学校の合計値です。

33.0
35.9

47.6

86.6

23.2

36.5

49.1

66.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29 H30

1,000人当たりの認知件数の推移（小学校）

市

国

14.9
16.1

21.4

34.2

17.1

20.8

24.0

29.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

H27 H28 H29 H30

1,000人当たりの認知件数の推移（中学校）
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いじめの解消率（認知件数に対する解消件数の割合）

市 国

小学校 中学校 小学校 中学校

冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 65.0 46.6 62.0 66.3

仲間はずれ、集団による無視をされる 9.7 5.2 13.9 12.2

軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 24.8 12.7 23.5 14.1

ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 4.3 17.3 5.8 4.5

金品をたかられる 0.2 0.6 1.0 1.0

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 1.7 4.0 5.5 5.6

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 2.7 6.5 8.1 6.8

パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 0.1 4.3 1.1 8.1

その他 6.1 2.8 4.4 3.3

いじめの態様（認知件数に対する割合・複数回答可）

97.7

82.2 80.0
76.7

90.4 91.2
86.4 84.7

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29 H30

いじめの解消率の推移（小学校）

91.5
94.7

91.4

81.1

85.9 88.9
83.9 82.8

40.0

60.0

80.0

100.0

H27 H28 H29 H30

いじめの解消率の推移（中学校）

市

国

＊ 国は公立学校の数値です。（下表も同じ）
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項目 H27 H28 H29 H30

市
不登校人数 41 33 38 46

割合 0.3 0.2 0.2 0.3

国
不登校人数 27,333 30,172 34,732 44,471

割合 0.4 0.5 0.5 0.7

項目 H27 H28 H29 H30

市
不登校人数 236 226 218 216

割合 2.9 2.9 2.9 3.0

国
不登校人数 94,548 98,944 104,295 114,379

割合 3.0 3.1 3.4 3.8

３ 不登校

小学校 中学校

＊ 割合は、在籍児童生徒数における不登校人数の割合です。

0.3
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0.7

0.0
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0.6
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国
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H27 H28 H29 H30

不登校人数の割合の推移（中学校）

報告２－５



久留米市における学年別の不登校人数の状況

項目 H27 H28 H29 H30

小学校
人数 22 19 8 23

割合 53.7 57.6 21.1 50.0

中学校
人数 80 102 82 100

割合 33.9 45.1 37.6 46.3

合計
人数 102 121 90 123

割合 36.8 46.7 35.2 46.9

不登校からの復帰者の状況

＊１ 割合は、不登校人数における復帰者の割合（％）です。
＊２ 復帰者は、登校できるようになった者及び登校日数が増えた者です。
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区分
市 国

小学校 中学校 小学校 中学校

学
校
に
係
る
状
況

いじめ 0.0 0.0 4.1 2.1

いじめを除く友人関係をめぐる問題 30.0 34.2 66.8 74.4

教職員との関係をめぐる問題 10.0 1.0 16.3 6.2

学業の不振 18.0 16.8 8.2 10.9

進路に係る不安 4.0 7.2 1.1 2.3

クラブ活動、部活動等への不適応 0.0 3.0 0.2 4.8

学校のきまり等をめぐる問題 2.0 5.3 2.4 1.8

入学、転編入学、進級時の不適応 0.0 12.8 3.9 5.6

家庭に係る状況 35.0 21.1 23.7 12.7

不登校の要因

本
人
に
係
る
状
況

学校における人間関係に課題を抱えている 19.1 24.8 13.9 18.5

あそび・非行の傾向がある 0.0 3.7 1.1 4.1

無気力の傾向がある 46.8 24.8 26.7 30.6

不安の傾向がある 21.3 33.2 35.8 32.2

その他 12.8 13.6 22.4 14.7

報告２－７



報告３－１ 

 

 

 

 

                                                  

小学生プログラミング教室の実施について 

 

１ 趣旨 

  令和２年度から小学校で本格実施される新学習指導要領において、プログラミン

グ教育が必須とされていることに合わせて、公募で選ばれた小学生がプログラミン

グ体験をする「小学生プログラミング教室」を開催します。 

また、これからの新製品開発等で活用が見込まれる３Ｄプリンタ体験を通して、

ＩＣＴ技術の活用によるものづくりへの関心を高めます。 

 

 

２ 実施概要 

日 時 令和元年１２月２５日（水）～２６日（木） 

 場 所 久留米地域職業訓練センター 

 定 員 市立小学校の小学４～６年生４０人 

時間等 Ａグループ（両日とも９時～１２時）とＢグループ（同１３時～１６時） 

に分かれて実施します。 

 参加料 なし 

 

 

３ 内容 

 (1) スクラッチ（ウェブ上で操作する 

プログラミング教育用のアプリケー 

ション教材）を使用して「動く絵本 

づくり」を行います。 

 

 (2) ３Ｄプリンタを使って、オリジナ 

ルのキーホルダーを作ります。 

 

 

 

 

 

４ 備考 

  必要となる経費（３６３千円）は、大電株式会社の創業者 吉田 直大 氏が設

立した（公財）吉田学術教育振興会の助成に採択されました。 

 

 

 

定 例 教 育 委 員 会 資 料 

令和元年１１月２５日 

教 育 部 学 校 教 育 課 
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久留米市立図書館及び視聴覚ライブラリーの特別整理期間に伴う休館日の設定について 

 

（特別整理期間） 

 

１． 内容   

図書館及び視聴覚ライブラリー資料の蔵書点検のため、毎年定例的に行っている規則上の休館日を

設けるもの。なお、市民がいずれかの図書館で利用ができるよう、館ごとに異なった休館日を設定す

る。 

 

２． 期間 

   令和２年１月２１日（火）～令和２年２月２９日（金）の期間 

 

図書館名 休館日 

三潴図書館 令和２年１月２１日（火） ～１月２５日（土） 

中央図書館 

視聴覚ライブラリー 
令和２年１月２８日（火） ～１月３０日（木） 

田主丸図書館 令和２年１月２８日（火） ～２月１日（土） 

城島図書館 令和２年２月１１日（火） ～２月１６日（日） 

北野図書館 令和２年２月２５日（火） ～２月２９日（土） 

 

（参考） 

六ツ門図書館 令和２年２月３日（月） ～２月８日（土） 

男女平等推進センター 

図書情報ステーション 
令和２年２月１９日（水） ～２月２１日（金） 

市民センター多目的棟 

筑邦図書室 

令和２年２月２９日（土） ～３月５日（木） 

（市民センター祭りの休館含む） 

市民センター多目的棟 

耳納図書室 

令和２年３月７日（土） ～３月１２日（木） 

（市民センター祭りの休館含む） 

くるるん図書コーナー 休館日なし 

 

３．貸出冊数、貸出期間 

    特別整理期間中は、市内いずれかの図書館利用が可能であるため、システム上の貸出冊数、貸出期

間変更は行わない。 

 

４．市民への周知等 

    広報くるめ１月１日号掲載、ホームページ掲載、図書館ポスター掲示、 

ホームページ等での掲載、窓口でのチラシ配布 など  

定 例 教 育 委 員 会 資 料 
令 和 元 年 １ １ 月 ２ ５ 日                              
市 民 文 化 部 中 央 図 書 館 



報告５－２ 

●久留米市立図書館条例施行規則 

（休館日） 

第４条 図書館の休館日は、次のとおりとする。 

(1) 月曜日（中央図書館について、その日が国民の祝日に関する法律に規定する休日に当たる場合は除

く。） 

(2) 年末年始（１２月２８日から１月４日までの日） 

(3) 館内整理日（毎月第４木曜日） 

(4) 特別整理期間 

２ 中央図書館長が特に必要があると認めた場合は、前項の規定にかかわらず、教育長の承認を得て臨時に

休館し、又は開館することができる。この場合において久留米市教育委員会（以下「委員会」という。）

は、あらかじめその日時を公示するものとする。 

３ 前項後段の規定は、第１項第４号の期間を定める場合に準用する。 

（平１８教規則２・平２１教規則２・平２２教規則１２・平２３教規則５・一部改正） 

 

 

●久留米市立視聴覚ライブラリー設置条例施行規則 

（休館日） 

第５条 ライブラリーの休館日は、次のとおりとする。 

(1) 月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たる場

合は除く。） 

(2) 年末年始（１２月２８日から１月４日までの日） 

(3) 館内整理日（毎月第４木曜日） 

(4) 特別整理期間 

２ 館長は、特に必要があると認めた場合は、前項の規定にかかわらず、教育長の承認を得て臨時に休館又

は開館することができる。この場合において教育委員会（以下「委員会」という。）は、あらかじめその

日時を公示するものとする。 

３ 前項後段の規定は、第１項第４号の期間を定める場合に準用する。 

（昭５４教規則１・昭５７教規則２・平元教規則４・平２教規則３・一部改正、平１７教規則１３・

旧第４条繰下・一部改正、平１８教規則３・平２１教規則３・一部改正） 
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